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現 状 と 県 の 取 組 状 況 

 福祉保健部（ささえあい福祉局障がい福祉課） 

【現 状】 

身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳について、平成31年４月の省令改正によりカード型手帳が自治体の判断で可能とされた（療育手

帳は従来より可能）。その後、令和元年度に鳥取県手をつなぐ育成会から、令和３年度には鳥取県視覚障害者福祉協会から、カード化を求める

要望書が県に出され、同年６月に鳥取市議会においてカード化の陳情が採択された。 

「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和４年６月７日閣議決定）において、市町村における障害者福祉システムの全国標準化が令和

７年度までに実施されることとなっている。 

※全国のカード化の状況：現時点で把握している導入済都道府県（市を含む。） 

山口県（療育手帳のみ、2015年）、大分県（2020年９月）、東京都、大阪府箕面市（2020年10月） 

佐賀県（2021年１月）、神奈川県横浜市（2021年６月）、神奈川県、神奈川県川崎市、相模原市（2021年10月） 

長崎県佐世保市（2021年10月）、宮城県仙台市（2022年２月） 

※「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和４年６月７日閣議決定）（抄） 

基幹業務システムを利用する原則全ての地方公共団体が、目標時期である令和７年度（2025年度）までに、ガバメントクラウド上に構築

された標準準拠システムへ移行できるよう、その環境を整備することとし、その取組に当たっては、地方公共団体の意見を丁寧に聴いて進

める。 

【県の取組状況】 

１ 令和４年５月12日に鳥取県手をつなぐ育成会と意見交換会を実施 

   従来の紙の手帳に比べて携帯性や耐久性が高いカード化を進めてほしい、３障がい並びで対応すべき等のご意見をいただいた。 

２ 令和４年８月21日に鳥取市障がい福祉課と協議 

   県内の障害者手帳の交付は、県と市がそれぞれ行っており、カード化に当たっては足並みを揃える必要がある。カード化には現行の手帳

システムの改修が必要となるが、上記の標準準拠システム移行に伴う市町村システムの大規模改修が見込まれることや既存のシステム更新

との兼ね合いで、短期間に二重の投資が必要となる可能性もあるため、鳥取市と協議しながら、カード化のメリットや必要となる経費等を

踏まえて検討を行っているところである。 

※参考法令 

・「身体障害者福祉法施行規則及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則の一部を改正する省令（平成31年３月29日付厚生労働省

令第48号）」や「カード型療育手帳の仕様について（平成27年11月11日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課事務連絡）」等にお

いて、カードの記載内容や様式等が示されている。 

 ※県内手帳所持者数（令和３年度末時点） 

  総数 38,534人（・身体障害者手帳 25,764人 ・療育手帳 5,819人 ・精神障害者保健福祉手帳 6,951人 ） 

 ※県内の年間新規・更新手帳数（令和３年度） 

  総数  4,457件（・身体障害者手帳  2,807件 ・療育手帳  379件 ・精神障害者保健福祉手帳 1,271件 ） 
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